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○山田：本日司会を務める総合部会長
の山田です。よろしくお願いいたしま
す。現在、大学教育を取り巻く環境の
変化は大きく、2008 年 3 月に中央教育
審議会から「学士課程教育の再構築に
向けて（審議のまとめ）」という文書が
出され、その中では「教養教育」とい
うことが前面に押し出されています。
さらに、カリキュラムに対しては「学
生が何をできるようになるのか」とい
う形での具体的な「教育目標」を設定
し、それを維持向上させるための FD
（Faculty Development）を実践するこ
とが強調されています。本学において
も、2010 年度もしくは 2012 年度に向
けて大きなカリキュラムの改定が予定
されており、教養教育を担う「全カリ」
はその中で全学的にいろいろなことを
問い直され、「教育目標」を設定すると
いう作業を求められることになります。
　今回は、遠くない将来に待ち受けて

いるカリキュラム改定作業の準備とし
て、FD（Faculty Development） と は
どういうことなのかということについ
て理解を深める機会としたいと思って
おります。
　寺﨑先生には突然のお願いにもかか
わらずご了解をいただきありがとうご
ざいます。カリキュラム改定の現実的
な作業に入れば新たな疑問も出てくる
と思いますので、その際にもいろいろ
ご教授願えればありがたいと考えてお
ります。

講演「改めて FDを考える」　
講師：寺﨑昌男

　いま「突然のお願い」とおっしゃっ
たのですが、本当に私にとってかなり
突然のご依頼でした。FDについて初歩
的なところからの話を、という言葉を
頼りに、これまでに書いたものなどを
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講演『改めて FDを考える』筆録
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もとにして話させていただきます。最
後は全カリに絞って、お話ししたいと
思っております。
　私は、全カリ発足時の部長でありま
して、ちょうど 2 か年半部長をやりま
した。1997 年の 4 月に退任しまして、
次の所一彦先生（元法学部・名誉教授）
にバトンタッチし、その 1 年後に、定
年で立教を辞めました。
　当時の思い出は非常に深くて、私の
なかにいろいろなかたちで残っており
ます。今日、その全カリの総合構想小
委員会で FDの話をさせて頂くという
のは、私にとって非常に感慨深いこと
です。
　先ほど山田先生がおっしゃったよう
に、FDは確実に重要になってきます。
文科省が何を考えているかということ
をずっと縦に追いかけていくと、今ま
でとは全く違う形で比重が増えてきて
いることが分かります。別の言葉で言
うと、FD が政策的な重要性を与えら
れるようになってきたということです。
それをちゃんと理解しておかないと、
大学は相当不利になるということです。
私は FDについてなら、どんなチャン
スにも応じて話を試みますが、それは
大学側に、事柄を理解した上での自己
防衛が必要だと思っているからです。

　FD が義務化されたことは先生方も
ご存じだと思います。この義務化とい
うのはどのように進んでいるかといい
ますと、まず条文のうえで簡単な変化
がありました。例えば「大学設置基準
第 25 条の 3」が従来と変わったんで
すね。どのように変わったかという
と『大学は、当該大学の授業の内容及
び方向の改善を図るための組織的な
研修及び研究を 実施するものとする 』
というのが現行の全文です。最後
の、「実施するものとする」というの
は、以前の条文では『大学は、当該大
学の授業の内容及び方法の改善を図る
ための組織的な研修及び研究の実施に
努めなければならない』となっていた
のです。これが「実施するものとする」
に変わりました。これは大変な差であ
ります。「努めなければならない」と書
かれていた時代は、行政的には努力義
務ということで、「頑張って、よければ
おやりなさい」ということだったので
すが、今は完全に義務になりました。
　条文のたったこれだけの差が大学院
の設置基準にも及び、短期大学の設置
基準にも及んでいます（このことは、
日経新聞（2007（平成 19）年 3月 19 日）
にも寄稿しました）【資料参照】）。この
大学設置基準の改定を見たときに、私

【資料：論説再掲（日本経済新聞〈教育〉）】
「『教員の能力開発』義務化、大学自主的創意を」

立教大学調査役　寺﨑昌男
　

大学教員に対しＦＤが義務化される。大学院教員については四月からの義務化が確定し
ており、学士課程教員は 2008 年度から予定されている。だが大学内には、疑問や批判も少
なくない。

＜英・米で先行＞
ＦＤとは大学以外ではなじみの薄い言葉であろう。ファカルテイ・ディベロップメント
という英語の略で「教授団の能力開発」と訳される。
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ファカルテイというのは大学の学部教員集団のことを指すが、「能力」という意味もある。
この二つを掛けて、英国、米国などの大学で使われ、日本でも知られるようになった。こ
れまでは、「努力義務」、すなわち「なるべくおやりなさい」ということになっていた。そ
れが「義務化」されるのである。
文部科学省の調査では、既に全大学の 3分の 2がＦＤを行っている。だが、「おたくの大
学はどのようなＦＤをなさっていますか」と聞くと、「学生たちの授業評価を集めています」
という答えだけが返ってくることも珍しくない。関心のない大学は全く実行しないし、実
行した大学でも講師を招いて講演会を開くだけだったり、形だけの集会で済ます場合も少
なくなかった。「即戦力」的学生を待つ産業界から、それではだめだ、と指摘され、「では
義務化しよう」という文科省提案になったとの報道もある。
大学の中に、認識不足や怠惰がなかったとはいえない。それにしても問題は二つある。
第一は、「義務化」で果たして「能力開発」の目標が、本質的な意味で達成されるかとい
う問題であり、第二は、「義務化」とはいったい何か、ということである。
ＦＤとは、会社や官庁でいう「研修」活動にあたる。本質は自発的な研究・探求の活動
である。出席を強制され、必要もない内容を学ばされるといった形式的研修はどこの世界
にもあるかもしれないが、特に教育界では、しばしば見られた。その二の舞いを大学で演
じるようではたまらない。これが危惧の基盤にある。その上に、学生の授業評価がＦＤだ
といった狭い理解が広がると、「やはり新手の勤務評定だ」といった疑問を、誘発すること
になる。

＜形骸化の恐れも＞
次に、「義務化」というが、いったい誰の、何（あるいは誰）に対する義務なのかも、実ははっ

きりしない。「学生の成長に対する教員の義務」というのなら分かる。大学教員は、もとも
とそのような責任を負っているからである。だがそれは職業倫理の問題であって、義務と
はいえない。
では自らの設置が認可されていることに対して、大学・大学院自体が責任義務を負って
いるということか。それは設置認可に対応する行政上の責務を負っているということで、
法的義務と称すべきものではあるまい。国民一般に対する大学の社会的責務の一部という
にとどまる。
理解できるのは、私学を設置経営する学校法人や国立大学法人が、国家・政府に対して
持つ義務という解釈である。組織的な研修・研究の機会を経営陣は用意すべきだという意
味での義務である。
だとすれば、ＦＤ活動に対して相当な財政的支援が約束されなければならない。小・中
学校義務教育制度の半面には、政府の学校設置義務があるのと同じである。だが今のとこ
ろそうした点が考慮されているようには見えない。つまり、形式化・形骸化を招きかねな
い強制性だけが伝えられている。
義務化を前に、今後政府と大学がともに解決すべき問題を、二点だけ提案しておこう。
第一は、大学も行政当局も、ＦＤなるものの範囲を狭く限定しないことである。法令の
規定を見る限り、ＦＤは大学の「授業改善」という一点だけに絞られている。
だが大学教員が開発すべき「ファカルテイ（能力）」とはそれだけだろうか。

＜社会動向を察知＞
大学の中には様々な運営機関があり、教員はその相互の関係を知る必要はないか。また「地

域貢献」「産学連携」といった新しい役割も課せられている。社会の動向や価値観の変化を
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は非常に疑問だったのです。「義務化、
義務化」と新聞も言い、テレビも言い、
いろいろなところで報道されたのです
が、義務というのは「誰の義務か？」
というのがまずはっきりしていない。
それから「何に対する義務か？、どこ
に対して負っている義務であるか？」
もわからない。それでも新聞は「義務化、
義務化」と言っている。不審だったので、
あるシンポジウムの席で質問をいたし
ました。質問した相手は京都大学の先
生でしたが、その人もわからないので
すね。
　私は、解釈は三つ考えられると申し
ました。
　1番目は、学生に対する義務。これは
大学の教員なら皆、当然に負っている
のですから、それが義務だと言われれ
ば、分からなくはない。けれどもそれ
は職業倫理であって、法的義務の話で
はない。
　2番目は、別の教育行政系のことを専

攻している学者は、もっと抽象的なこ
とを言っていました。「大学として認可
されているということにおいて、その
大学が受け持つべき義務である」と言
うのです。
　つまり、認可するという行政行為を
果たした団体ないし組織に対して、大
学は義務を持っているという意味だと
いうのです。でも、次に誰の義務かと
聞いても、その人の答えははっきりし
ませんでした。教員の義務というより
大学の義務だと言います。確かに理屈
のうえから言うと、ある教育機関に大
学という設置認可を与えた審査機関は、
行政機関である文科省の委託を受けて
審査をして、そして立教大学ならば立
教大学を大学という名に値すると認め
たわけですよね。その認めた行為自体
を支えているのは国民の意思である、
これが彼の理屈です。結局彼の主張は、
義務というのは国民の意思に応えると
いうことで、そのことが義務の根拠だ

敏感に察知し、大学らしいやり方で改革の課題に取り組むことも求められる。カリキュラ
ム改革を図ってゆくこと、成績評価を厳格公平に行うこと、新しい同僚を援助し育ててい
くこと、こうしたことすべてが実はＦＤ活動であって、授業の一コマ一コマをこなしてゆ
くことだけではない。英国や米国でも、右のすべてをＦＤと呼んでいる。
さらに自分たちの勤める大学にとって大事な課題は何かという認識も重要である。筆者
は常に「課題なくしてＦＤなし」と論じている。課題発見もまた立派なＦＤである。
要するにＦＤは幅広い活動であり、自由で自発的な基盤なしには続かない作業なのだ。
第二に、大学院学生に対し、「大学で教えるとはどういうことか」を学ぶ機会を提供する

ことが必要である。日本にはその機会は全くない。大学院を語る人々はもっぱら、研究者
養成機能だけを考える傾向から逃れられなかった。大学院生の方は、目の前の専門研究に
専念するだけで、特に後期課程（博士課程）の学生は、実は大学教員候補生でもあること
を自他ともに認めていない。
京都大や名古屋大では、大学院生に「大学教育法」についての勉強会を組織するという
先駆的な試みが、この一、二年すでに始められている。そうした試みを拡大させ励ますこと。
これも無視できない課題であろう。
ＦＤの義務化が「受動的研修の強制」に陥るのであれば、大学に新しい忙しさを生むだ
けの益なき作業となる。だが見識をもって行われることを期待したい。教育の賦活が求め
られている日本の大学にとって、大切な手立ての一つとなると思われるからである。

「2007 年 3 月 19 日  日本経済新聞　朝刊  25 ページ」から転載
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というわけです。
　私は、それでは間接的過ぎると思い
ました。義務教育と比べてみると分か
ります。義務教育で義務を負う主体は
誰か。父母ないしは保護者ですね。そ
れから、義務の相手は何かというと、
それは国です。今回の「義務化」も、
義務を負う主体は大学の経営体であっ
て、その義務を果たす相手は国である。
これなら非常によく分かる。そう考え
たときに初めて、FD活動というものに
対して国は保障をすべきだという論理
が生まれるわけです。つまり義務教育
で言うと、小学校や中学校のような義
務教育機関を運営する教員を確保する
ことや、学校設置義務等々が生まれて
いる。FDについてもそれをはっきりさ
せておかないと、何も基盤のないとこ
ろで FDをやれという話になるわけで
す。それはおかしいと私は思いました。
　最近になって、文科省から来ている
通知を見ると「FDの義務を負う主体は
教員ではありません」とちゃんと書い
てあります。個々の教員ではなく、大
学そのもの、大学自身ですと書いてあ
ります。大学自身というのは非常にあ
いまいですから、そのままでは分から
ない。正確には法人であると私は思い
ます。立教の場合だったら学校法人立
教学院が義務の責任を持つ主体である
わけですね。その主体は誰に対して義
務を負うかというと、学生にではなく、
教員にでもなく、国に対してです。国
に対して義務を負う。このことをはっ
きりさせておいた上で初めて、私学助
成を受けられる、あるいはきちんと経
費を要求できると思います。
　誰が誰に対して FDの義務を負うの
かをはっきり問い訊しておいて、非常
によかったと思いました。義務は教員
の義務だとされる場合、もし私が一教
員であって「おまえの義務だ」と言わ
れたときには、すぐに従えるものでは

ありません。「そんなことは雇われると
きに私は聞いていません」と言えばそ
れで済むでしょう。雇用条件に入って
いないわけですからね。
　それからもう一つは、教員が義務を
負うと言われたら、ではその義務を果
たしている期間や時間を学校は保障し
てくれますかという問題が生じます。
いままでよりも余計な時間に大学に出
てくることになるかもしれないし、あ
まりしたくもない研究会をしなければ
ならないかもしれない。それでよいの
か？　よくない。大学があらゆるプロ
ビジョン、つまり措置を講じて教員の
FDを助ける。その義務が大学にはある。
そういう義務を大学は果たしているん
ですよと言われれば、そこで個々の教
員が断る理由は大きく減ると思いまし
た。
　「FDの義務化」の中味は、去年から
今年にかけてずいぶんはっきりしてき
ました。いまはどういう状況になって
いるかというと、国にも責任があると
いうことで、例えば文科省は去年の概
算要求で、国立大学全 88 校に対して一
人ずつ FD担当の専門教官のポストを
要求していました。ところが、定員削
減の真最中とあって、それが通らなかっ
た。文科省はその気だったようですけ
れども、財務省が「定員削減と言いな
がら、いくつも学部再編などをやって、
実は空きポストをいっぱい持っている
じゃないか。それを使え」と言って今
年はゼロ回答だったそうです。予算要
求は通らなかったのですけれども、「FD
の義務は誰の誰に対する義務なのか」
という話の筋ははっきりいたしました。
　次の中教審答申では FDが非常に重
視されるだろうと思います。最近「審
議のまとめ」が出ましたが、やはり非
常に具体的に FDのことが書いてあり
ました。先生方は是非とも全文をお読
みになっておいて頂きたいと思います。
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　では、日本で FDを考えていく場合
にどういう観点が必要でしょうか。
　「FDとは何か」についてのいろいろ
な定義を比較してみても、実に広くて、
はっきりしないのです。これだという
模範的定義があるわけではないという
ことがよく分かります。多様な定義が
あるだけでなく、呼び方すら世界的に
は共通のものがないのですね。例えば
最近アメリカに行った人は、アメリカ
の大学ではFDという言葉を聞かなかっ
たと言います。たいていは Professional 
Development と言っているというの
で す ね。Professional Development の
な か に、「teaching development」 つ
まり「教授上の development」とか、
「organizational development」＝「組織
上の development」とかがあって、い
ろいろな活動をしているといわれます。
　先日、大学教育開発・支援センター
が行ったシンポジウム（「立教の『学士
課程教育』が問われるもの－中教審（審
議のまとめ）と米国での調査結果を参
考として－ 2008.06.12」）で、バージニ
ア工科大学を見に行ったメンバーの方
たちが、バージニア工科大学における
FDを報告していましたね。あのバージ
ニア工科大学は、たぶんかなり例外的

に FDというものをきちんと打ち出し
ているほうではないでしょうか。でも、
どこでも一律にそうかというと、そん
なことは全然ないと思います。
　カナダに行った人から聞いたとこ
ろ で は、 カ ナ ダ で は「Educational 
Development」と言っていたといいま
す。ですから、実は用語すら揺れてい
るわけです。別の言葉で言えば、FDと
いうのは多様な形態を持っていて、世
界的には単一の呼び名があるわけでは
ないと見られるのです。
　次に何を develop するかということ
なのですが、これもものすごく広いわ
けです。まず、アメリカのいくつかの
理解のタイプを見てみました。【表 1】
のボイヤーという人は大学教育の専門
家です。日本で著書の翻訳が出た直後
に亡くなりましたが、その著書の中で、
彼は scholarship という言葉で、大学教
員を超える「教授者」のことを論じて
います。そのscholarshipとは（私は最初、
奨学金のことだと思っていたのです
が、）「scholar であること」ということ
です。そして scholarship というのは四
つの機能を持つとあり、scholarship of 
discovery、scholarship of integration、
scholarship of application、 そ れ か ら

【表１】ボイヤーのスカラシップ論

大学と市民の要求の全範囲をより現実的に反映するような仕方で、教授団の仕事を定義
することは可能なのか？ --------
われわれの結論は、教授の仕事は、別々の、だが重なり合う四つの機能を持っていると
考えることができるということである。
すなわちその四つの機能とは、以下の通りである。
　発見の学識（scholarship of discovery）
　統合の学識（scholarship of integration）
　応用の学識（scholarship of application）
　教育の学識（scholarship of teaching）

E. L. ボイヤー , 有本章訳『大学教授職の使命̶スカラーシップ再考』（玉川大学出版部 1996 年）
Boyer, E. L. ; Scholarship Reconsidered : Priorities of the Professoriate（1990）
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scholarship of teaching の四つを挙げて
おります。
　彼の FDの理解の仕方は、このよう
な教育としての professionality の分類
から派生して、どの部分を伸ばしてい
くかというように展開されることにな
ります。言い換えると、大学教員の専
門職者性、いわば professorship という
ものの反映として、さまざまな FD活
動があり得るというように分類してい
ます。ポイントになっているのは上の
四つのscholarshipですね。日本語で「学
識」と訳していますけれども、日本語
で学識と言うと、もの知りとかいうよ
うな意味になって、ちょっとずれるよ
うに思います。
　上の四つの中で一番普通なのは、一
番 上 の discovery と 最 後 の teaching
です。これはわれわれが今まで「研
究と教育」と言っていたことです。
discovery は日本語で訳せば研究とい
うことで、teaching はもちろん教える
ことです。この 2 つを両側に置いて、
真 ん 中 に scholarship of integration、
scholarship of application と書いてあり
ます。integration というのは、いろい
ろな専門分野への知識をも含めた学識
のことなんですね。つまり、知の統合
と言ってもいい。
　3 番目の application というのは、例
えば地域研究をやっている経済学部の
先生が、ある地域のために自分の意見

を出す、貢献するというようなことで
すが、ボイヤー自身は、それだけでは
scholarship とは言わないと言っており
ます。逆に、自分が飛び込んだ地域と
か、自分が関係を持った企業とか、そ
ういうところの中から、自分のセオリー
を変えるだけのものをきちんとつかん
できて、やがて自分のセオリーを変え
ることができる力、このようなことを
scholarship of application と言う、とい
うわけですね。つまり、現実と循環し
た知性を持っていないと駄目だという
ことです。
　他方、真ん中の二つは明らかに前世
紀の段階では、アメリカの大学教師論
の中になかったポイントで、最近になっ
てぐっと出てきています。われわれは
そのだいぶ後を行っているわけで、大
学の地域貢献とか管理運営義務とかは
言っていますが、彼らはその相当先を
進んでいる。悔しいけれど、日本の大
学教員論はまだかなわないな、と思い
ます。これがボイヤーの FDです。も
との本は 1990 年に出ております。
　次の【表 2】は、ケネディという、ス
タンフォード大学の総長だった人が出
した「Academic　Duty」という題の
本の目次です。ケネディが大学院のド
クターコースで行った一連の講義、連
続公演とその詳細部分を記録に起こし
た本です。スタンフォード大学の総長
であったケネディが、いずれ研究大学

【表２】ケネディー：『Academic Duty（初版 1997）』の総目次

1   Academic Freedom, Academic Duty 6   To Discover
2   Preparing 7   To Publish
3   To Teach 8   To Tell the Truth
4   To Mentor 9   To Reach beyond the Walls
5   To Serve the University 10   To Change

Donald Kennedy ; Academic Duty（1997）
ドナルド・ケネディ、立川、坂本、井上訳『大学の責務』（東信堂、2008 年）
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と呼ばれるところへ就職する院生に対
して講義をしているんですね。「これ
は自分にとっては非常にいい講義だっ
た、いいチャンスだった」とケネディ
自身が言っています。この本の目次を
見ますと、2番目の Preparing とか 3 番
の To Teach とか 4 番目の To Mentor
などは普通に行われていることで、
Mentor は日本で言うと初任者研修とい
うことになるのでしょう。その次、To 
Serve the University が出てきます。こ
れは大学そのものに対する奉仕という
意味でありまして、かつてのアメリカ
のプロフェッサーたちにはあまり要求
されなかったことでした。ケネディが
このように院生たちに教えているとい
うことは、院生たちがいずれ入ってい
く職場でこれらが要求される、という
ことです。
　それから 6 番目は To Discovery。
さっき申しましたように研究です。To 
Publish はアメリカでよくやってい
る、本にするということです。8 番目
がTo Tell the Truth。これは自分の宗

教的信念と勤め方との間に齟齬があっ
た場合に何を教えたらいいかという問
題を含んでいます。どちらかというと
academic freedom の問題に近いテーマ
です。
　それから、9番あたりになるとすごく
面白いのですが、To Reach beyond the 
Walls とあります。これは最初、学校の
塀を越えて行けということかと思った
ら、読んでみたら全然違いました。学
部や学科の壁、discipline の壁を乗り越
えていく力を持つということです。ど
ういう人がそういうことをやったかと
いう例話がずらりと並んでいます。10
番目がTo Change で、これは大学改革
への参与力というようなものです。
　ボイヤーもケネディも、このように
大学教授とは何かを非常に分節化しな
がら考え、これに即応していろいろな
FDを考えていくということをしていま
す。
　【表 3】をご覧ください。これが日本
でアメリカでの体験のある方たちが集
まってつくった FD活動の例です。こ

【表３】ある論者の例示する FD活動の例

①大学の理念目標を紹介するワークショップ
②ベテラン教員による新任教員への指導
③ 教員の教育技法（学習理論、授業法、講義法、討論法、卒業評価法、教育機器利用法、メディ
ア・リテラシー習熟度）を改善するための支援プログラム
④カリキュラム改善プロジェクトへの助成
⑤教育制度の理解（学校教育法、大学設置基準、学則、学習規則、単位制度、学修指導制度）
⑥ アセスメント（学生による授業評価、同僚教員による教授法評価、教員の諸活動の定期
的評価）
⑦教育優秀教員の表彰
⑧教員の研究支援
⑨大学の管理運営と教授会権限の関係についての理解
⑩研究と教育の調和を図る学内組織の構築の研究
⑪大学教員の倫理規定と社会的責任の周知
⑫自己点検・評価活動とその利用

（財団法人大学セミナーハウス編『大学力を創るFDハンドブック』1999 東信堂、執筆絹川正吉）
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れを見ますと、やはりずいぶん広いで
すね。1番目は大学の理念目標を紹介す
るワークショップ。2番目はベテラン教
員による新任教員への指導。この辺は
よく見ますよね。それから 4 番目、カ
リキュラム改善プロジェクトへの助成。
これも FDだというのです。あとでま
た触れることにします。5番目が教育制
度の理解。学校教育法、大学設置基準、
学則、学習規則、単位制度、学習指導
制度などを理解するということです。6
番目はアセスメントで、これは日本で
もやっている教授法についての評価で
す。学生の評価、同僚による評価、定
期的評価などがあります。8番目、教員
の研究支援。これも大事な FDだとい
うことです。11 番、大学教員の倫理規
定と社会的責任を周知させること。こ
のように非常に広い意味に捉えていま
す。
　そのように中身を広く構想しておか
ないと FDというのは駄目なんだなと、
いろいろなものを読んでいるうちにだ
んだんと分かってまいりました。
　FDを考えるときには、目の梁（うつ
ばり）を取り払う必要があると私は思っ
ています。現在の日本の法令を見ると
「授業の方法・内容改善」と「改良」の
二つだけなのです。授業を良くすると
いうことだけに絞られているわけです。
これまでは、「おたくは FDをやってい
ますか」と尋ねられると、「授業評価を
やっています」という答えで済んでい
たのですね。おそらく今後もしばらく
はそうでしょう。でも、それは間違い
だと私は思っています。日本では定義
が狭すぎるから FDがうまくいかない。
FDの範囲を大学ごとに独自でかまわな
いので広く定めて、これもあれも FD
として大学が引き受けるという基本姿
勢がなくてはならない、と私は思って
います。
　今日は持ってきませんでしたけれ

ども、「中教審答申（審議のまとめ）」
のなかに用語解説というのが載っ
ています。そこにきちんと Faculty 
Development（FD）という用語の解説
が載っております。ところがそれを見
ますと、FDとは「教員が授業内容・方
法を改善し、向上させるための組織的
な取り組みの総称である」とまず書い
てあります。さっきの法令通りです。
具体的な例としては「教員相互の授業
参観の実施」、「授業方法についての研
究会の開催」、「新任教員のための研修
会の開催などを挙げることができる」
と書いてあって、「なお、大学設置基準
等においては、こうした意味での FD
の実施を各大学に求めているが、FDの
定義・内容は論者によってさまざまで
あり、単に授業内容・方法改善のため
の研修に限らず、広く教育の改善、さ
らには研究活動、社会貢献、管理運営
にかかわる教員団の職能開発の活動全
般を指すものとして FDの語を用いる
こともある」と書いてあるのですね。
　これは、私はウソだと思います。まっ
たく順序が逆で、「本来の FDの定義・
内容は極めて広い。しかし、日本の現
行法制のもとでは、このように狭く限
定されている」と書くべきなのです。
専門の辞書ならそう書くでしょう。で
も大学設置基準に書いてあるのは逆な
んですね。そういう点では非常に問題
のある解釈が今後も公的解釈としてわ
れわれのところに来るおそれがある。
こちらは、その解釈がどれぐらい限定
されているかを見ておく必要があると
思います。
　逆に言うと、今われわれがすでにやっ
ている FDは何なのか。これをしっか
りこちらが認識しておくことですね。
ですから、私は去年から大橋総長のと
ころになるべく届くように「FDに関し
て来年は義務化されるのはわかってい
るが、いま一番大事なことは、発見す
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ること、発見の作業です。いますでに
やっていることが実は FDであるとい
うことを、いくつかきちんと見つけ出
し発見しておく。その必要が、絶対に
あります」ということを機会あるごと
に発言しています。
　もう一つは、いまのような、非常に
限定された狭い定義の FDだけが大学
に押しつけられて、それをやっている
か、やっていないかだけが測定される。
やっていなかったら駄目で私学助成の
金額も下げるとか、あるいはやってい
れば、現代 GP のようなものを出す。
そういう状況になることを避ける必要
があるんです。これは行政機関がまず
きちんとしてくれなければいけないこ
とですけれども、いま紹介した用語解
説の書き方は、私に言わせると「授業
改善の努力をやっていますか、やって
いるかいないかということだけは必ず
調べる」と言っているわけです。その
ように読んでおくべきなのですね。で
すから、最低でも授業改善の努力はし
なくてはいけない。しかし一方で、本
来の FDがそんなものに留まっている
はずがないという覚悟はきちんと持っ
て、しっかり対応していく必要がある
と思っております。
　さて、全カリとFDのことです。
　まず私の見るところ、全カリがご自
分でおやりになった外部評価活動の結
果は、「外部評価報告書」に表れていま
す。これに何が書いてあるのか。
　私は『大学教育研究フォーラム 10 号』
に「外部報告書をこう読んだ」と題し
た論文を書きました。ちょうど私が調
査役になってこちらに来てから 2 年目
ぐらいでしたが、ここで出されている
「外部評価報告書」は、よその同じよう
な報告書に比べると、相当レベルが高
い。評価委員として来られた方たちが
非常に一所懸命にやってくださり、非
常にいい報告書ができました。迎えら

れた立教の先生方も大変だったと思い
ますが、これは結構いい企画でした。
この報告は立教大学の各学部がやった
外部評価の一番最初でしたね。これが
皮切りになって、いろいろな部局に広
がっていったんです。
　考えてみると、実は全カリの活動そ
れ自体が FDなのですね。他の国の FD
に関連する論文をいろいろ読んでみた
後に、私はそのことに気がつきました。
　一つが【表 4】のドイツです。ドイツ
は非常に厳しく大学教員の評価をやっ
ていて、教授能力というのを分節化す
ることにおいては、非常に厳密です。
ニーダーザクセン州大学教授センター
所長のカール・ノイマンという人が、
大学教員評価の基準をつくることを目
的としてやった仕事です。
　これを見ますと、例えば 1番目に「講
義を計画する力」とあります。各時間
の講義や講義全体、専門領域のカリキュ
ラム全体を、目標、内容、方法、教授者、
学生、講義の条件を考慮して計画する
能力。これが 1 番目なのですね。ここ
に書かれていることはカリキュラム編
成能力なんですね。1コマ 1コマの時間
を切り抜けて授業をするというもので
はなく、諸条件をきちんと考慮したう
えでカリキュラムを計画する力がある
かどうかを見ているわけです。これを
見ますと、私どもが全カリ発足時にやっ
てきたカリキュラムを作る作業は、実
はこの 1 番目に当たる作業だったんだ
と。ここの力をどうやってつけていっ
たらいいかが FDの課題になるという
ことですね。ですから、決して 1コマ 1
コマを切り抜けていく力なんていうも
のではないということです。
　1コマ 1コマの話も非常に厳密であり
ます。④は、われわれにはよくわから
ないような言葉で書いてあります。「厳
密な意味における教授者としての能力。
専門的な能力を身につけるためには、
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単に知識の集積だけでは不十分であり、
職業上の必要性を考慮しなければなら
ない。理論と実践の連関のために、具
体例と結びついた問題解決型で、しか
も複数の専門分野を架橋するような講
義が求められる。そのためには、学問
の向上と学習の構造を結びつけ、教授
学として構成する力や、学習の段階に
合わせて目標を設定する力が必要であ
る。」
　これは私の専門の言葉で言いますと、

学校教授学（Schul_Pädagogik）、と言
われているものです。ドイツで 19 世紀
ごろ発生したそのエッセンスを引き継
いだ規定で、非常によくわかるもので
す。そのシュール・ペダゴギークのな
かで蓄積された事柄の一つが、一つの
知識だけに生徒の目を向けるのではな
くて、それを教授していく人間は、関
連領域や他の領域の文化に対してきち
んと対応したうえで授業をしなくては
いけないということです。教授学と言

【表４】ドイツにおいて大学教員に求められる教授能力

①講義を計画する力
　各時間の講義や講義全体、専門領域のカリキュラム全体を、目標、内容、方法、教授者、
学生、講義の条件を考慮して計画する能力。
②講義の方法上の能力
　学生の必要な教材に応じて、教育の方法を柔軟に変化させる能力。
　たとえば教材を分かりやすく紹介する能力やグループ討論を司会する能力。
③助言を与えることのできる能力
　大学での学修や履修科目の選択、研究の方法を支援することのできる能力。
④厳密な意味における教授者としての能力
　専門的な能力を身につけるためには、単に知識の集積だけでは不十分であり、職業上の
必要性を考慮しなくてはならない。理論と実践の連関のために、具体例と結びついた問
題解決型でしかも複数の専門分野を架橋するような講義が求められる。そのためには、
学問の構造と学習の構造を結びつけ、教授学として構成する力や、学習の段階に合わせ
て目標を設定する力が必要である。
⑤メディアを使用する能力
　さまざまな情報メディアを使いこなして教授する能力。ハードウエア、ソフトウエアを
活用して学習プログラムを開発する能力、インターネットによって e- ラーニングを組織
する能力も必要である。
⑥適正な試験をする能力
　口述試験や筆記試験を適正に行い、評価する能力。
⑦評価能力
　教授＝学習過程に現れる様々な要素を分析し評価する能力。評価の結果に基づいて、ス
タッフや教育課程、組織を改善する能力。
⑧状況を総合的に判断する能力
　研究と教育や職業上の必要性、さらには大学と社会との関係にまで目を向け、その関係
を分析し考察する能力。

カール・ノイマン（ブラウンシュバイク工科大学教育科学部教授、
同大学大学教授センター・現ニーダーザクセン州大学教授センター所長）による

坂越正樹「ドイツの大学改革と大学教員の能力開発」『教育学術新聞』2005 年 8 月 24 日所報
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われるものの中心のこの部分を大学
教育に引き継いでいるのですね。しか
も、問題解決型で、くわえて複数の専
門分野を架橋するということです。こ
れはきびしい注文でありまして、簡単
に言えば、大学の教員も教養を持てと
言っているわけです。広い教養を持っ
ておかなくては、専門の教育すらでき
ない。同じことはアメリカの学者たち
も言っていて、さきほどのボイヤーの
scholarship of integration というのはこ
れに非常に近いですね。
　それからドイツの 8番。「状況を総合
的に判断する能力。研究と教育や職業
上の必要性、さらには大学と社会との
関係にまで目を向け、その関係を分析
し考察する能力。」これは、実は大学改
革のための基礎的考察力があるかとい
うことなんですね。
　そのようにカール・ノイマンを読ん
でいくと、欧米の大学教育はかなり進
んでいるなという印象を改めて持たざ
るを得ません。その上で、さっき言っ
たようにさまざまな呼称の FD活動が
広がっていく。このように見たほうが
いいということです。
　私は「アメリカにおける FD の発
展」という論文を読んだことがありま
す。その論文によると、アメリカでも
FDは 1974 年ぐらいから始まったと書
いてあります。そんなに古くないので
す。1974 年ぐらいから始まって、団塊
の世代、アメリカにおける戦後のベビー
ブームの世代が大学に来て、そこで大
学がはち切れそうになった。そのあと
でベトナム帰りの兵士たちがまた大学
に戻ってきた。そこでさらに学生数が
多くなって、アメリカの大学の教授た
ちは、これ以上スタッフの人数を増や
すことができない中で、どうやってこ
の多数の青年たちに教えることができ
るかという問題に直面した。それで仕
方なしにFDを始めたのですね。

　それが 80 年代に入るとだいぶ違って
きて、大学自身が本気で先生たちを援
助しはじめた。なぜ先生たちを援助し
たかというと、先生たちが大学外から
の非常に厳しい文化的刺激に対応せざ
るを得なかったというのですね。マイ
ノリティの問題をどうやってカリキュ
ラムに入れるかとか、環境問題、ジェ
ンダーの問題をどうやって大学に入れ
るか等々を考える必要が出てきた。そ
れからもう一つは、落ち目になった総
合的人文科学的教養のカリキュラムを
どうやって作っていくか。そういうも
のを先生たちが受け取らざるを得なく
なって必死で始めたのが、カリキュラ
ム改革だった。実はFD活動というのは、
そのカリキュラム改革とメダルの表裏
をなすものとして定着していったとい
うのが、私の読んだ論文の筆者の判断
であります。
　そういうのをいろいろ見まして、カ
リキュラム改革というのも FDの一つ
だったのだと思いました。振り返って
みると、私が最初立教に文学部教員と
して来たのが 1974 年で、その頃はまだ
紛争の余塵がおさまっていず、文学部
教授会は猛烈に熱気のあるものでした。
そのなかで、とにかくカリキュラムを
つくって、「内示集会」という、現在ま
でずっと続いている学生に対するカリ
キュラム説明会が開催されていたんで
す。その準備をわれわれは毎年、一所
懸命やったわけですね。5 年間その経
験をしたのは、私にとっては猛烈なFD
だったのだなと思いました。苦しいこ
とだったけれど、しかしすごく鍛えら
れました。3年目に教務委員長にさせら
れて、どうやって説明するかという勉
強もうんとさせられました。私はいま
になって、あれ全体が私への FDだっ
たのだと思います。単なる業務と見え
た部分が、実は FDであったというこ
とです。私たちはそういう幅を FDに
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対して持っておく必要があると思いま
す。
　さっきもちょっと申しましたが、全
カリの運営委員会の討論なども実はFD
なのでした。ものすごい FDのチャン
スでした。私もあそこで育ったし、そ
の場に入ってこられた方たちも、「やっ
とこれで全学のカリキュラムのことが
見えるようになりました」と口々におっ
しゃっていました。やはりそういう余
裕をもって、深みをもって全カリを理
解しておく必要があります。
　もちろん、さっきも申しましたよう
に、授業見学とか討論、授業をめぐっ
てのディスカッションも、FD活動の一
つであります。それから、大学がしっ
かりやらなくてはならないと思うのは、
授業評価、その活用の工夫です。いま
立教ではこの 3 年ぐらいでやっと授業
評価活動が大学教育開発・支援センター
を中心に進んでおります。相当蓄積が
できました。後は活用するにはどうし
たらいいかということですね。これも
FDの仕事の一つです。つまり、授業評
価をやるということが FDの一環であ
るとするならば、その授業評価の結果
をどのように活用するかこそ、実は重
大な FDの一環なのですね。それはこ
れから始めるべきことです。
　レジュメの最後に「自校教育と FD・
SD」と書いておきました。これはいま
細かく言うよりも、後でご覧ください。
「大学リテラシー試論」（教育学術新聞 
日本私立大学協会 第 315、316、317 号）
というのを頼まれて書いたものです。
職員の方たちが大学問題を勉強する、
あるいは職員として育っていかれると
きに、最初に何が必要だろうかと考え
て私がしゃべっておりましたら、教育
学術新聞というところの記者の人が聞
きつけて、書いてほしいと言ってくれ
たのです。
　このシリーズの第 2 回目に主に自校

教育とFD、SDのことを書いています。
立教での話をたくさん書いておきまし
た。勤務大学を知るというのは、職員
の方にとって非常に重大なリテラシー
の一つではないかと考えます。学生た
ちにも不本意入学で入ってきている子
が結構いて、本当だったら早稲田に行
きたい、慶應に行きたいという子が実
はいっぱい来ているというのもよくわ
かっているわけですが、しかし、職員
の方だって本意就職者かというと、そ
うでなかった人もやっぱりいるのでは
ないでしょうか。本当は他大学に行き
たかったけれど、立教にたまたま決まっ
たのでここに決めたという職員もおら
れるのではないか。そういう方たちに
は特に知ってほしいんです。自校教育
が職員の大学に対する意識の形成に効
果を持つのは、授業に職員が参加する
機会を設定できるからでもあるのです。
　大学の学生援助の努力、相談活動な
どを語るコマがあれば、学生部職員、
キャリア支援の特色を語る場合はキャ
リアセンターの職員、蔵書や図書利用
のガイダンスは司書職員に、それぞれ
が教壇にのぼってみる機会を作ること
ができる。本気で自校教育をやります
と、実は同じような効果が、職員のみ
ならずあらゆる学部のあらゆる専門の
先生にたいしてもある。経験のある大
学に聞いてみるとよくわかります。法
学部、文学部、理学部あらゆる学部の
先生が自校教育をやってみて、「俺は初
めてこの大学の実態がわかった」とおっ
しゃる方が多いのです。
　いま一番求められている大学のアイ
デンティティの確認・共有ということ
からしても、実は非常に大きな効果を
あげている。ということは逆に、きち
んとした自校教育を立案し、運営すれ
ば、そのプロセス全体が実は FDであ
り SDだということになるんですね。そ
のくらいのつもりで自校教育をプラン
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されたらいいんじゃないかと思います。
　FDについての私の考え方を、大急ぎ
で申し上げました。要するに、柔軟に
考えましょう、それから、多様性があっ
ていい。これが、FDについて私の一番
言いたかったことです。
　最後に、立教の全カリの話になりま
す。初代の部長をやって以来、現在ま
でいろいろなかたちで全カリに関係を
持たせていただいたんですけども、何
が一番大きな問題かというと、やはり
カリキュラムのつながり、順次性でしょ
う。全カリの発足の当時はこのような
ことは考えませんでした。
　どうしてかといいますと、そのころ
の発想は、一般教育部という大きな組
織があって、ここに三つの人文・社会・
自然という分野があって、3 分野それ
ぞれに先生方がおられて、さらに保健
体育があって、そして外国語があった。
これを全カリは引き継いだわけです。
その上で、一般教育部は解体しようと
いうことで、先生方は各学部に分属な
さった。分属は非常に早くスムースに 2
年間のうちに進みました。その際、私
どもの一番の関心というか、頭のなか
にあったのは、ともかく全カリ運営セ
ンターの持っている財産はこの 3 分野
の先生方が担当していた全コマ数だと
思ったんですね。これをなるべく少な
くしないように、できればそっくり、
総合教育科目に持っていきたい。これ
がみんなの願いだったわけです。総合
A科目と総合 B科目が生まれたのです
けれども、Bはともかく、Aのところ
へなるべくこの財産を持ってこないこ
とには駄目だ、ここで減らされては大
変だ、どうやって新しい全カリを実施
していくか。こう思って、総合Aに入
れたわけですね。ですからつまり、3分
野であったものが、6 カテゴリーに変
わったというだけのことで、中身はそっ
くりいただいたことになる。そしてそ

のぶん、総合Aの領域の学習と、外側
にある各学部の専門科目とのつながり
というのを、私どもはほとんど考える
余裕がありませんでした。いま言われ
ている教養教育と専門教育の連携とか、
提携とか、それは当時、全然考えてい
なかった。
　私どもが専門学部に言えることはた
だ一つでした。「総合科目というかたち
で、いままで 1、2 年の授業を独占して
いたこの 3 分野を、われわれは総合科
目として引き受けたのですが、この総
合科目は 4 年間のどの学年で取っても
いいように全学年にバラしました。そ
の分だけ、undergraduate のところの 1、
2年生の科目は、学生から見ると実は非
常に広がりました。ですから、ここの
ところに、先生方の基礎科目をお持ち
になって結構です」。つまり、「先生方
は楽になるのですよ。専門教育はより
整うようになるのです」と言ったと思
います。それゆえに、今思うと、総合
Aと専門教育の部分とをどう繋ぐかと
いう発想はありませんでした。
　もう一つ、総合科目を 4 学年のどの
学年で取ってもいいとしましたが、ど
ういう順序で総合科目を取ったらいい
のか。これも当時は考える余裕が全然
なかったですね。当時は、旧一般教育
を解体するのだから、むしろ逆にどの
学年でも取らせることのほうがいいん
だ。私もそう思っていたと思います。
つまり、バラすことだけ考えた。その
中での sequence は考えられませんでし
た。
　カリキュラムを考えるには二つの
軸があります。横の軸を業界用語で
scope、広がりと申します。これはわ
れわれが一番気を使うところですね。
scope とはどういうことかというと、そ
の時代の文化、あるいは科学の水準、
その他、価値観というようなもの、要
するに、その時代の、広い意味でのカ
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ルチャーのなかから、どういう範囲で
大学のなかに選択、選んでくるかとい
うことが scope の本質なのです。生活
なども入ってきます。
　こういう広がりは、実は考えやすい
です。例えば、外国語にしても広がり
を考えることは非常に簡単で、いくつ
の外国語を取ってくるかとか、どのよ
うにしてやるかということになると、
あの何十という種類の外国語のなかか
らどれをカリキュラムに入れてくるか
という話になります。これは、やれと
言われれば一所懸命考えて実現できる
ところです。
　しかし、私どもが一番下手なのは、
もう一方の sequence、順次性をどう考
えるのかということです。sequence を
考えないとなると、「4年間どこで取っ
てもいいですよ」という話で終わって
しまいます。ところが、その sequence
をきちんと考えていくことは、私たち
とっては非常に難しいことです。日本
の大学の科目にはコース番号がついて
いません。そもそも日本の大学は、コー
ス番号をつけて学生に示すという習慣
を明治以来持っていないのです。学年
に当てるという発想はあるけれど、順
次性というのは考えていないですね。
おそらくこれからの教養教育を決めて
いくのは、私どもがどれぐらいの順次
性を提供できるか、そこにあるんだろ
うと、十年たった今、思います。
　立教の全カリは、人も驚くほどの有
機的な組織で支えられています。けれ
ども、カリキュラム論としてはまだう
んと課題が残っていると思います。
　なお、この前、山田先生から質問さ
れたのは、単位の実質化の話でした。
ポイントは二つです。
　一つ目は、時間数ではないというこ
とです。単位は実質的な学習の成果に
よって測られるべきである。この考え
方は、今後、本当に強まってくると思

います。特に中教審が本答申を出した
ら、時間ではなく、成果をもって測れ
という要請が非常に強く出てくると思
います。例えば GPAのような制度を入
れて、科目を取らせないと制約する方
法ですね。ああいう措置が非常に強く
求められるでしょう。
　二つ目は、単位制を実質化していく
ためには、やはり順次性がないと駄目
なんですね。というのは、われわれは
授業科目のことを「科目」と申します
けれど、英語で何と言うか。たいてい
の方は subject とおっしゃいます。とこ
ろが、アメリカでは subject というのは、
大学では全然使わないですね。course
と言います。小さな違いのようですけ
ど、私はこれを非常に大きな違いだと
思っています。subject というのは時間
割を埋めていく看板です。ところが、
course というのは学生たちが歩いてい
く道です。半年間なら半年間、これだ
けの時間を教師と一緒に歩いていって、
どこまで行ったかという話です。
　私どもは course の考え方を、大学の
カリキュラムに関して持っていなくて
はいけないのではないか。そうすると、
必然的に出てくるのが、順次性の問題
と、単位の実質化の問題です。
　後者の問題は、どうやって成績評価
をつけるかとか、試験をどういうかた
ちでやるかという成績評価の問題につ
ながってきて、ちょっとまだ私の手に
負えません。

＜質疑応答＞

○山田　寺﨑先生、ありがとうござい
ました。では、質疑応答に移りたいと
思います。
○関　学部教育の場合は、広い意味で
FDというのは非常に有効ですけれど
も、全カリのようなところでは、広い
意味での FDというものが可能な部分
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とそうでない部分があって、そこが工
夫のしどころという感想を抱きました。
　それと、course の考え方ですね。積
み重ねて有機的に知識を構成していく
総合知のような方向性が一つ、全カリ
の将来像としてあっていいのかなとい
う示唆は、いまとはまったく違う全カ
リの考え方というか、非常に興味深く
ありました。
○寺﨑　そうですね。ちょっといま、
思い出しましたけれども、あまり相互
に関係のない分野の人間が集まってFD
をやったことがあるんです。
　桜美林大学にいました時に、大学院
で職員の方たち向けの「アドミニスト
レーション専攻」という修士課程をつ
くったわけです。そこで、まったく更
地（さらち）でカリキュラムをつくっ
ていったわけですが、私のように 100
年前の大学のことならよく知っていま
すというような者もいれば、今の学生
募集戦略を作るという人もいる。そう
いう方みんなに来てもらわないと、カ
リキュラムができない。何とか実施し
てみたら、やっぱり体系性のなさにつ
いて、30 人くらいいた学生のほうから
相当な批判が出たんです。そこで反省
して、シラバスの相互点検をやったん
です。これはよかったですね。実際の
シラバスをお互いに見て、「先生、テキ
ストでこれを使っていらっしゃったん
ですか。私も同じものを使っています」
というように、テキストだってダブり
がいっぱいある。どこを直せばいいか。
お互いに相談しないとうまくいかない。
あれはいい経験でした。
　大阪市立大学で環境科学部をおつく
りになった宮本憲一さんも、シラバス
の相互点検はやってみて非常によかっ
たと、同じことをおっしゃっていまし
た。環境科学部には、法学の先生も経
済の先生も自然科学の人もいれば、宮
本さんご自身のように環境問題が専門

という人もいる。そのなかでお互いに
議論を戦わせながら、こうやったらど
うだろうかとか、あれがよかったと言っ
ていろいろと議論をしたそうです。し
かし、そのうちに、法学のことは法学
部の法学者しかわからないからとか、
経済は経済の人しか分からないからと
かで、お互いにそんな議論をしていら
ざるエネルギーを使うのはやめようと
言ったとたんに、学部の教育の質がが
たっと落ちたそうです。
　そういうシラバスの点検というのは、
まずやれること FDではないでしょう
か。そのうえで授業参観があってもい
いでしょうし、いろいろなやり方があ
りますよね。
○関　授業を展開していても、新しい
問題というのは複合的な知識を必要と
していて、そのような知識を一から教
えていくと本題に入れないということ
があります。その意味では、全カリの
科目にこの順次性、sequence を取り入
れるというのは、難しくはあるけれど、
興味深い観点だと思います。
○寺﨑　やってできないことではない
気がします。発足後 4 年目ぐらいでし
たか、シンポジウムで、明治学院大学
の先生が来られて、「明治学院でやろう
としていることは、立教さんのように
こんなにすごい範囲ではないので、恥
ずかしい」と言いながら、やっぱりおっ
しゃったことは、自分たちのところで、
一応教養の学習に関して、何らかの順
次性を考えているということでした。
その視点は立教にはまだなかったな、4
年間に散らすということしかなかった
な、と思いました。それは外部評価の
人からも一番つつかれているんです。
総合 Bのような科目は特色を表してい
るのでいい。でもこれを聞く学生たち
が本当にわかる力を持っているかどう
か。そういうことを、何人かの先生が
指摘しておられますね。
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○山田　たぶん sequence をつくるので
一番の困難は、各学生は 10 学部の学部
のカリキュラムの必修の合間を縫って
履修するかたちになっているので、全
カリで sequence を設けても、学部が
それぞれ異なる学生にとっては履修が
しにくい状況にあるんですよね。それ
と sequence を設けてしまうと、履修
動向がかなり偏る可能性があって、科
目展開数自体を大きくしていかない
と、学生を収容しきれないという可能
性があるんですね。それは、もし徹底
的に全学的な検討をしていただけるな
らば、可能であると。ただ、その前に
sequence をつくるときには、何人かの
科目担当者が連携して一つの course を
構成しなければならないので、その前
にはそれだけの連携が可能なだけのカ
リキュラムの企画能力、担当者間の連
絡が必要です。ですから、sequence を
作る前にカリキュラムを少し整理して、
相互に内容が関連していて連携する科
目群を明確にして、担当者の連絡を取
り、シラバスも相互に確かめながら作
成していかなければいけないと思いま
す。学生の学習の sequence の提示の前
には、いろいろな準備も必要だろうと
は思います。
○ 松 山　 す べ て の 全 カ リ 科 目 が
sequential に配置されていると窮屈で学
ぶ自由度が下がりますが、カリキュラ
ムの理念は明確に示しやすくなり、学
内外にアピールもできますね。ただ、
理学部の学生の場合、自然科学系の全
カリ科目から学びはじめて sequential
に専門科目接続させるのは現状では内
容やレベルに隔たりがありますので、
その部分の全カリ科目は理学部で引き
取って展開していくしかありません。
○山田　全カリの 20 単位 10 コマの中
で sequence を設けるというのは、10 コ
マ全部を sequence にするのか、5 コマ
なのか。それとも 2コマなのか。また 2

コマでできる sequence というのは何な
のかということは、大きな問題があり
ますね。
○沼澤　全カリで何を学ぶかというの
が、一つ一つの科目でどこまで出来る
のか、何をすべきなのか、どの科目を
学生が取ることができるのか、という
のは難しいですね。
○山田　そういう理念の問題と現実の
問題は、いつでも両方あって、たぶん
いまの立教だと、語学のところは、今
度は 6 単位になりますけど、学部で共
通して空けるわけですよね。語学で共
通に空ける部分を学部で作ると、さら
に学部の時間割から共通に空ける部分
というのは作れなくなってくる。そう
すると、学生はめいめいの時間割で空
いているところ、専門カリキュラムが
ないところで全カリを選択する。
　ただ、全カリでは、新座と池袋合わ
せて前期、後期で 150 コマずつ。体育
を入れると 200 コマずつぐらい用意し
ているので、自由に取ってもらっても
かなりいろいろなものを選べる状況に
はなっています。
　ただ、sequence を設定したとしても
学生に教育機会を十分に提供できるか
どうかは難しい状況にあります。
○寺﨑　順序として、学生たちに、例
えばこういうような学習のルートがあ
り得ます、というモデルを示すという
あたりから始めてもいいですね。履修
モデルね。
○山田　本当にいろいろなカテゴリー
から、ばらばらに全部取りなさいとい
うモデルもあれば、半分ぐらいは一つ
のカテゴリーから取って、あとはばら
ばらに取りなさいとか、モデルは確か
に色々とあるかもしれません。
○寺﨑　こちらが初めから枠を示すと、
それに沿った展開ができなくなったり
したら大変ですもんね。
○山田　そうですね。モデルを示すた
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めにも、カリキュラムを少し整理して、
内容をくくる必要がある。
○寺﨑　そうそう。
○山田　やはりカリキュラム編成改革
というのは、いまあるカリキュラムか
ら始まるものですから、そのためには
カリキュラム編成をする側が、いまあ
るカリキュラムがどういう内容で運営
されているかというのを知らないと、
改革ができないですね。
○寺﨑　だから、やっぱりカリキュラ
ム改革というのは大変な FD ですよ。
あのころは業務だと思っていたけれど
ね。苦し紛れに、しようがないと思っ
たけど。
○山田　そうですね。業務だと思って
苦しいと思うかもしれませんけれども、
南無阿弥陀仏といいながら継続して
やっていると御利益がある。
○関　諸外国の動向についても少し事
例を紹介してくださいました。そのと
きに、教員の FD活動を支援するとい
うような表現をなさったと思いますが、
立教大学のいま現在の状況では、支援
はどのくらいのレベルにあるのでしょ
う。
○寺﨑　全然ないと思います。支援は
なく、ただ奉仕している感じですね。
○関　個々人のレベルでは、高い職業
倫理を持っていろいろなことをやって
いらっしゃるのですけれども、逆にそ
こに時間を割かれすぎて、例えば私の
周辺で聞く言葉では、「研究なんかして
いる暇がない」という状況があるよう
です。
○松山　大学をはじめ多くの機関で「競
争と評価」の原理が導入され、それに
ともなう仕事がたくさん入ってきます。
そのために学生と接する時間や研究の
ための時間がどんどん奪われ、本末転
倒の状態になってきています。このよ
うな状況下では、寺﨑先生が言われた
文科省に対する自己防衛としての必要

最小限の FDもあるでしょうが、やる
からには実質的に学生のためになるFD
を考えたいですね。
○寺﨑　そうですね。その実質的なFD
の目標も、「学生の利益を実現する」と
いうところに置かないといけないとい
うのがポイントです。競争と評価につ
いては、さすがに文科省もだいぶ反省
しているんです。今度の中教審の報告
書のなかで言っています。いままで競
争と利益追求的市場原理が大学を支配
してきたけど、このままでは駄目で、
大学間の連携と協同が必要だと書いて
あります。そんなことを言ったのは初
めてです。やっとわかったかという感
じです。
○山田　答申も徐々に積み重ねられて
いるようです。今度の新しいバージョ
ンでは、競争だけではなくて、大学間
の協同ということで、大学間団体の役
割とか、要するにみんなで一緒にやり
ましょうと。競争するのではなく、一
緒にやりましょうということがずいぶ
ん書いてあります。
○寺﨑　京都のコンソーシアムとかが
ありますし、関東でも、いくつかの特
色GPで、例えば多摩地区大学連携とか
出てきたでしょう。あれらを無視でき
なくなったんです。
○佐野　これまで、一部の方は FDを
すごく狭い視点からとらえていて、FD
と言われたら、「授業評価なのね」とい
うことで、一方的に狭くとらえていた
んですけれども、今日の先生のお話の
バージニア工科大学の例などで、それ
だけではなくて、教員を支えていくよ
うなことも FDの大きな柱なんだとい
うことを感じました。そういう視点が
立教大学にはあまり感じられていない
なと思いますので、そのあたりを先生
の側から大学のほうにどんどん言って
いただきたいなと感じました。
　自分たちが学生のときには見えな
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かった教育上のいろいろな問題や、新
しいパソコン技術ですとか、そういう
ものがどんどん普及してしまっている
ので、大学側からの、教員向けのプロ
グラムというのも設けていただきたい
なと思います。
○寺﨑　バージニア工科大学はそれで
やっていたわけでしょう。バージニア
工科大学に行った人の感想ですけど、
「先生、FD、FD って、そんなに肩肘
張っていませんよ」と言うんです。自
然にやっているというんですね。私は、
これは非常に重要なことだと思います。
実はそういうものでしょう。文科省が
いちいち言うから、ビデオも買いまし
た、こういうことをやって記録もとっ
ています、なんて言わなくてはいけな
くなるのは駄目ですよね。
　私は、やっぱり大学文化のなかにFD
も自然に組み込まれているというのが
理想だと思います。そういう大学文化
をつくることが大事だと思います。
　例えば、学習指導要領が変わって、
小中高校の、教育課程が変わるでしょ
う。ああいうときに、文科省や教育委
員会などがやる研修というのは、徹底
的に上から形式的にやっていきますか
らね。全国一斉で、次から次にやる。
もちろん出席は強制。あれを大学で繰
り返させてはいけないですよ。どれぐ
らい空虚な研修があるか、私は教育学
者ですからよくわかります。
○佐野　スポーツ教員の一人として、
すごく雑な質問かもしれないんですけ
ども、1991 年の大綱化で、体育という
のが必修からなくなって、立教大学も
選択ということになりました。本日の
勉強会でも、山田部会長から宿題とい
うことで、スポーツというものが、こ
れからの時代のなかで、大学教育の一
環としてあるには、どういうような意
義があるのかというのを、しっかりと
説明できるように準備せよ、という感

じがあります。これについて、寺﨑先
生のこれまでの立教でのご経験のなか
から、何か示唆をいただけると大変あ
りがたいのですが。
○寺﨑　示唆になるかどうかわかりま
せんが、私が全カリの準備委員会に入っ
ていたころ、保健体育の扱いが絶えず
問題になっていました。というのは、
当時おられた先生方よりもだいぶ年長
の先生たちは、みんな必修を外すなと
いう意見だったんです。必修を外さな
いでどうやって次に生き延びていける
か。そこにだけこだわっていらっしゃっ
た。その話になると、全カリの総合教
育の準備委員会は話が動かなくなるん
ですね。そのうちに、いま大学に残っ
ておられる先生たちが、そこはもう結
構だ、必修でなくてもいい。その代わ
り、このように中身を変えるとお出し
になったので、やっと動いたんですね。
本当に、われわれから見ているとびっ
くりする変化でしたけれども、あれで
氷が溶けたんです。私は、他大学の様
子を聞いていて、体育は学生が沢山選
択すると思っていました。ほかの大学
では、履修者が全体の 5 割に留まった
とか、7割来たら成功ですとか、いろい
ろな話を聞きました。立教でやってみ
たら、ちゃんと 7 割の新入生が選択し
ましたね。本当にちゃんとそうなった。
　私は卒業する学生たちに、「今日で僕
の授業は終わりだけど、あなたたちが
男だったら、卒業50年、女の人だったら、
60年、70年生きるかもしれない。その間、
あなたたちは勉強していかないと、生
涯学習の時代に追いつかない」と、そ
の上で三つ言いました。　
　一番目は、一つの言語だけでいいか
ら外国語の力を持っておけ。これは英
語の先生方から聞いた受け売りですよ。
もしできるならば二つの言語で自分の
思ったことを発信できるように、発信
力を持ちなさい。卒業しても駅前留学
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でできると思うかもしれないけど、今
大学でやっているこの時間は絶対確保
できない。中身の勉強と語学の勉強、
両方できる機会は今しかない。
　そして二番目に、体育を言ったんで
す。いくら生涯学習の時代で、50 年、
70 年あると言ったって、健康がなけれ
ば駄目だと。健康はものすごく大事。
だから、あなたたちは必ず、できれば
大学にいるあいだに体育を選択しなさ
いと言いました。
　三番目は、勉強する方法を見つけて、
一生忘れないで下さいと。勉強の方法
は必ず一生生きる。そして、人間関係
をつくる力を養いなさいと言って、こ
の三つが遺言だと。あらゆる大学で授
業の終わりに、学生たちにそのように
言ってみました。
○佐野　大変心強いです。ありがとう
ございます。
○寺﨑　言わないといけません。学生
はわかりませんからね。就職したら勉
強は終わりだと思っている学生はいっ
ぱいいるし。
○松山　FDを本格的にはじめるとき、
おそらく一番障害になるのは私を含め
て教員の意識改革だと思います。
○寺﨑　そうですね。
○山田　個人的には FDという言葉は、
いまだに受け付けないんですけれども、
要は、教員間の連絡を深めるというこ
とが大切であるように思います。例え
ば、自然研主任の原田さんが今年、兼
任講師の方にメールで授業の状況をア
ンケートされたわけですけれども、やっ
ぱりその前にはメールアドレスがある
からとか、少しは顔を見知っていると
か、教育研究室というものの存在を、
兼任講師の方が意識してくださってい
るとかの前段階がいくつか必要で、そ
ういう連絡の前段階を養っていって、
何年かたつと少し実質的な活動ができ
るようになる。

　そういう前段階がないところにぽっ
と放り出されて、連絡をとりなさいと
いうのは、サバイバル訓練みたいなも
のですね。とにかく少し教員間の連絡
の土壌を養って、ちょっと畑を耕して
いただきたい。それはもう現場を知る
ということで。机の上でできるのは、
シラバスを確認したり、受講者の人数
を確認したりということでしょうか。
そのうえで、担当者と会っていただい
たり、もう少し踏み込むならば、教室
の状態はどうかを見ていただいたり、
実際の授業内容はどうかを見ていただ
いたり。またそれをもとに担当者と話
したり、担当者連絡会を開くと、少し
議論ができる。議論ができた後に、カ
リキュラムの改革などが考えられるし、
来ていただいている先生に何かほかの
科目をお願いするときにはアイディア
をいただけるようになる。ちょっとず
つ連絡を深めていただきたいと思って
おります。
○三浦　今回の集まりで全カリの問題
というと、まず大綱化で一般教育部、
教養教育の核がなくなったわけですね。
結局、組織だけが変わっても一般教育
は全カリが担っているわけです。日本
の大学は、多くの大学がそうなってい
ると思いますけれども、外国では、ジェ
ネラル・エデュケーションというのか
もしれませんが、どのような様子なの
でしょう。
○寺﨑　向こうの大学で実際に暮らし
たことがないのでわからないのですけ
れども、アメリカを例にとって言うと、
いわゆるリベラルアーツカレッジとい
われるもの、そこを卒業したら、みん
なほかの研究大学の大学院に行くよう
なカレッジがありますね。そういうリ
ベラルアーツカレッジでやっている中
身は、リベラルアーツ科目だと呼んで
いるようです。
　向こうはリベラルアーツコンテンツ
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とジェネラル・エデュケーションを区
別するでしょう。ジェネラル・エデュ
ケーションというのは、プロジェクト
があって、そこへ向かってやるのがジェ
ネラル・エデュケーションなんですね。
ですから、課題がある。それは、日本
で言うと、例えば市民性の教育とか、
アメリカンデモクラシーの理解という
ようなことから始まった科目があるわ
けですね。これは課題解決のためのも
のです。
　日本には以上の二つが一緒に入って
きました。日本でその訳は「一般教育」
であるとしてやっていたのですが、ジェ
ネラル・エデュケーションは、あちら
から見るとリベラル・エデュケーショ
ンなんだそうです。そういうことを聞
きました。全然違うんですね。
○三浦　そうすると、リベラルアーツ
系の大学以外の大学で、ジェネラル・
エデュケーションをやっている場合に
は専門学部の教育をやっているという。
○寺﨑　それに近いです。ただ、アン
ダーグラデュエイトの段階で専門学部
があるというのはそう多くないと言っ
ていましたね。
○山田　つまり、専門を決めるのも、
アンダーグラデュエイトの後だという
ことですね。
○松山　典型的なのは医学部ですね。
アメリカでは大学を卒業した後でなけ
れば医学部には入れません。
○寺﨑　そうです。
○三浦　要は、日本の大学では相当無
理して詰め込んでいるということです
よね。
○寺﨑　それから、日本の大学ではお
互いに科目のレベルの判断をあまりし
ないでしょう。ですから、同一名称の
科目であれば、同じと見るんですよね。
　私の娘がアメリカに行って、まず語
学の勉強を 2年やって、4年制大学に編
入したんですね。行ってみたら、コミュ

ニティカレッジで取ったもののレベル
が科目番号によって分かるので、ごく
簡単に 4 年制のほうに読み替えられる
というのですね。4年行かなくても、1
年で卒業します。それは互いの科目の
水準がわかっているから。
○三浦　私は一般教育部に 4 年間いた
んですけども、一般教育部の中では、
一般教育部を解体するのではなくて、
専門学部をすべて解体して一般教育部
化するべきだという意見もあって、大
変に同意していたんですね。それはあ
る意味でアメリカ的だと思います。
○寺﨑　そうかもしれません。日本は、
さっきおっしゃったように、1991 年大
綱化で科目群を全部取り払ってしまっ
た。その結果、科目が全部、専門のほ
うに行ってしまった。それで中教審も
慌てているんですよ。だから、学士課
程教育という言葉を使っているわけで
す。卒業するまでのことは昔は学部教
育と言っていたのです。大学教育学会
（私は今、その会長です）が、臨教審の
前の 1980 年代の半ばぐらいに、はっき
り、アンダーグラデュエイト教育、あ
るいは学士課程教育と呼ぶべきだと主
張していたんです。今それがだんだん、
だんだん、とうとう中教審まで来た。
だからあのレポートの題名は革新的で
す。いまもういっぺん学部教育と、教
養教育との枠を現実にどう外していく
か、融合させるかを考える時期に来て
いるんですね。全カリにこれだけ力を
注いできて、立教はよくやってきたほ
うです。もう一歩前に進んでいただく
ときだと思います。
　ところで、いま初年次教育が大事だ
ということで、立教でも初年次教育が
教学改革推進会議で何度も話題になっ
ています。一体、初年次教育をやろう
という話になったときに、全カリの、
特に総合科目と初年次教育との関係は、
どのようになりますか？
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○山田　それはまだ見えていないんで
すが、ワーキンググループのほうでは、
全カリの総合は全学、全学年が対象な
ので、初年次教育というものに適切な
科目ではないという認識です。各学部
は 1 年生の必修科目を持っているわけ
ですね。ですから、本当の初年次教育
というものは学部でやるべきだという
のが、ワーキンググループ内での一応
の意見です。
○寺﨑　なるほどね。これはものすご
く重要なトピックだと思います。私は
前から心配していました。じゃんじゃ
ん初年次教育が入ってきたら、総合を
全部、学年指定にしないといけないこ
とになるでしょう。そうしたら大変で
すよね。
○山田　全学共通カリキュラムという
名前に引っぱられて、全カリに初年次
教育は持ち込むべきではないという議
論にはなっています。
○寺﨑　でも、例えば「立教生の学び方」
は初年次教育なんですよね？
○山田　「立教生の学び方」は当初の
意図は初年次教育でしたが、実際に運
営してみた結果はむしろ課題解決型
と言った方がいいようです。例えば、
ちょっと慣れた 4 年生が参加している
と、グループ学習を通して 1、2 年生な
どに対する教育効果が大きくて、当初
に企画した意図とはだいぶ違ったいい
意味が出てきているんですね。ちょっ
ととらえなおそうという向きです。
○寺﨑　それはまた新しい。本当に課
題解決型だったら、それこそさっきの
ジェネラル・エデュケーションですよ
ね。
○山田　30 人という規模がいいのだと
思います。
○沼澤　全カリでは兼任講師三人分の
予算を総合 Bの 1 科目につけたり、30
人と履修者を制限して「立教生の学び
方」を運営したりすると、やはりそれ

なりの効果があるわけですよね。現在、
全カリは、全学の教員で担うんだとい
う姿勢でやっているんですけれども、
教員の所属が全て学部になってしまっ
たので、意識として全カリの負担感と
いうのが非常に大きく先行してしまっ
ている。全カリに来れば「総合 B」や
「立教生の学び方」のような、楽しんで
授業運営ができるんだという、積極的
に取り組む姿勢がなかなか出てこない。
さらに FDもやらなくてはいけなかっ
たりして、負担感が大きくなってしま
うのはちょっと惜しいなと思います。
○寺﨑　FDをうまく組み合わせればい
いんですよ。カリキュラム改革とシラ
バス計画とは表裏一体でしょう。
○沼澤　楽しく授業運営ができるんだ
という意識改革を FDでやればいいと
いうわけですから。
○寺﨑　私はそう思いますね。
○松山　今、寺﨑先生がおっしゃった
初年次教育についてですが、入試の多
様化でいろいろなバックグラウンドの
学生が入ってきていますので、専門教
育の基礎科目をはじめようとしても学
生の学力にバラツキがあり、難しい面
があります。初年次教育の役割には基
礎学力の底上げもあると思うのですが、
この点で何か文科省がやろうとしてい
ることはありませんか。
○寺﨑　そこは非常に大事なポイント
だけど、文科省は手を出せないですね。
今の中教審のレポートをまとめた責任
者が上智大学の理事長の高祖敏明とい
う先生です。学士課程のグローバル水
準を保てと言っているわけです。これ
を本当に確保することができる大学は
そう多くないです。ただ一方で、初年
次教育も大事、FDも大事、SDも大事。
いろいろなことを言っているでしょう。
これはむしろどちらかというと、低い
ほうの大学にとって非常に切実な問題
です。高祖先生と座談会で一緒になっ
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たので、「このレポートはどのぐらいの
レベルの大学を主に考えていらっしゃ
いますか」と率直に聞いてみたら、「ど
こにも置いていません。全部です」と。
委員長はそう答えざるを得ないんで
しょうね。それぞれに違いのある大学
の実態を見ると、結局それぞれの位置
に応じてどこかを使っていくというこ
とになるでしょうね。旧帝大だったら、
やっぱり上のほうのグローバル水準で
いきますよという話になるでしょう。
低いほうだったら、成績評価だけは地
道にやりますよというような空気にな
りそうな気がします。
○山田　大学ごとに明らかにしなさい
ということですね。
○寺﨑　そういうことだと思います。
○山田　どういう構想で学生をとるか
のアドミッションポリシー、カリキュ
ラムポリシーそしてディプロマポリ
シーという、対になった美しい言葉で
書いてありますけれども、どのような
学生を入学させて、その学生に対して
どういうカリキュラムを展開して、何
ができたという学習成果をもって学士
として卒業させるのかを、大学ごとに
明確に書きなさいと。書いて公開しな
さいということを答申では求めるよう
な方向で書いていますね。
○寺﨑　立教は全国から見たら「超」
恵まれているほうですからね。まだ選
抜機能を失っていない大学なんですよ。
それは本当にすごいです。大阪のある
大学ですけど、3月の末まで全学の先生
たちが一切の余裕がなかった。2月に試
験をやって、2月末に発表。その定着の
様子を見ていると欠員が確実だという。
先生方があちこちを回る。うちだった
ら、今からなら入れるというのが来る。
それで、3月末まで 1日の余裕もなかっ
たというのです。先生方が回るとやっ
ぱり埋まるんですね。それでやっとす
れすれ。そういうところは、聞いてみ

ると、一番最初の入試倍率が約 2 倍に
いかないんです。不思議なものですね。
3倍にいくとそれまでの水準が保てるの
だそうですね。2倍になるともう危ない。
○山田　5倍ぐらいあると、研究大学に
なれますね。
○寺﨑　ある短大は 150 人の定員で、
やっと合格させたのが 15 人で、入学式
が終わったら一人も来なかったという。
○原田（晃）　私はこれまで FDについ
てあまり理解がなかったこともあり、
FDを広義の意味でとらえるという視点
は大いに勉強になりました。ただ、だ
からこそ、文科省が推し進める、義務
づけのような形式要件としての FDに
対しては、できるだけ省力化してやり
たいという思いをかえって強くしまし
た。
　いま私の学部は、他の学部と同様、
先生が先ほど指摘されたように、連携
や協力を推進するという立場から、い
くつかの大型補助金に apply していま
すが、apply する作業はもちろん、補助
金を受けた後の活動が相当の負担増に
なりつつあります。連携、協働という
名の下で、どんどん競争が激しくなり、
評価にさらされるようになっていると
感じています。
　しかし、このことは、学生の立場か
ら考えると、必ずしも好ましい方向に
は向かっていないと感じています。一
番大切なことは、いかに学生と接する
時間をつくるかということではないで
しょうか。残念ながら、いまはやらさ
れ仕事が本当にいっぱいあって、地域
との連携をするにしても、いろいろな
団体へ伺うとなると、平日の夜や土日
も潰れてしまいます。さらに、私のよ
うな新座の教員の場合、今年度は池袋
で月水金に会議があるので、学生と会
うこともままなりません。学生にとっ
ての学びとは、先ほどの先生の「発見
の学識」というお話がまさにそうです
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が、教員との何気ない会話や、地域と
の連携においてさまざまな立場の方と
交流したり、時には酒を酌み交わした
りすること自体が、実は非常に意味が
あるものだと考えています。そうした
ベースがあってはじめて、全カリの授
業においていろいろな気づきができる
と思うのです。
　ですから、身も蓋もない話になって
恐縮ですが、形式要件として降ってく
る FDの仕事に対しては、いかにして
避けるかということが、FDのなかで実
は一番大切なことのように思っていま
す。
○寺﨑　個人的に避けるのではなく、
大学として避けることが大切だと思っ
ているんです。でも、知恵がないと避
けられないので、FDについて知ってお
くことは必要でしょうね。
○関　FDを担当するような、教員もし
くは職員を増やすというのが一番よさ
そうですね。
○寺﨑　本当にいやらしい行政指導だ
と思ったのは、ある大学ですけど、今
年四年制が完成したんですね。すぐ大
学院をつくりたい。去年から一所懸命
準備したわけですよ。そうしたら、い
ろいろなことで、直ちに出発するのは
ちょっと無理だと言われて、結論は 1
年遅らせての発足になってしまったわ
けです。ヒアリングで何を言われたか。
一番目は、FDに関する全学を通じての
共通規則があるかどうか。そんなのは
つくっていなかったのです。二番目は、
プログラムに関する見通しをつくるこ
と。三番目、実施したのちの効果に関
する見通しを述べること。これをいき
なりやれと言われた。そんなことを言
われるわけですよ。三つ満たさないと
駄目だと。
○山田　それはもう経験と蓄積がない
とできないことですよね。
○寺﨑　そういうことになります。蓄

積はないですからね。「規則」と「プラン」
と「効果に関する判断」の三つ。新設
のところにそんなことを言ってくる。
もし立教が新学部をつくるとかになっ
たら、同じように全部チェックされる。
全部はっきりしておかないと駄目なん
ですよ。
○長島　FDについての最大の関心事は
自分自身、どうやって進めていけばい
いのかということですね。ほかの先生
方で、FDがうまくいったとかいう事例
を、情報を集めて、そういうものを参
考にしたいなと思っています。自分で
実践できるものは参考にしたいという
のはあります。
○原田（知）　いままで出てきたお話の
流れで、非常に素朴な疑問として、外
国で、ヨーロッパとかで、やはり FD
が日本よりも進んでいるということを
聞くんですが、私もイギリスとかヨー
ロッパの大学教員の何人かを知ってい
るんですが、授業はある程度もってい
て役職にも就いていたりするんですが、
日本で夜に会議があるとかいうと、す
ごくびっくりするんですね。どうして
夜に会議をしないでそういうことがで
きるのかなというのが不思議なんです。
○松山　私が見たアメリカの大学では、
善し悪しは別にして、裁量権をもつ人
がすべて決めてすべて責任を負うので、
日本のようにみんなで決めてみんなで
責任を取るための会議をやる必要がな
いようでした。
○山田　そういえば、この集まりも夜
ですね（笑）。今日はありがとうござい
ました。

（終了）




